
 

              

 

 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-
2-
6-
3-
1 
R0
 

 

 

 

 

Ⅴ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年8月 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 工事計画審査資料 

資料番号 KK7添-2-037-3  改2 

提出年月日 2020年8月13日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

機密事項に属しますので公開で

きません。 



 

 

 

Ⅴ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-6

-3
-1
 R
0 



目   次 

 

1. 概要  ····································································  1 

2. 一般事項  ································································  1 

2.1 構造計画  ······························································  1 

2.2 評価方針  ······························································  3 

2.3 適用規格・基準等  ······················································  4 

2.4 記号の説明  ····························································  5 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ················································  6 

3. 評価部位  ································································  7 

4. 構造強度評価  ·····························································  8 

4.1 構造強度評価方法  ·······················································  8 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ················································  8 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  ········································  8 

4.2.2 許容応力  ····························································  8 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件  ··········································  8 

4.3 固有周期  ······························································  11 

4.4 設計用地震力  ··························································  11 

4.5 計算方法  ······························································  12 

4.5.1 一次応力計算  ························································ 12 

4.5.2 一次＋二次応力計算  ·················································· 13 

4.5.3 ピーク応力の計算  ···················································· 14 

4.5.4 繰返しピーク応力強さの計算  ·········································· 14 

4.5.5 疲労累積係数の計算  ·················································· 14 

4.6 計算条件  ······························································  15 

4.6.1 制御棒駆動機構の応力計算条件  ········································ 15 

4.6.2 運転条件  ···························································· 15 

4.7 応力の評価  ····························································  15 

5. 評価結果  ································································  16 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ·······································  16 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ·····································  16 

6. 参照図書  ································································  16 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-6
-3
-1
 R
0 



 

 

1 

1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9 「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

制御棒駆動機構が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

制御棒駆動機構は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構の構造計画を表 2－1 に示す。  
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表 2－1 構造計画

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構は，原子炉圧

力容器下部に設置される制御

棒駆動機構ハウジング内に収

容される部分とその下部に取

り付けられるスプールピース

内に収容される駆動軸の軸封

部から構成され，制御棒駆動

機構ハウジング下端のフラン

ジに取付ボルトで取り付けら

れる。 

制御棒駆動機構 
 

制御棒駆動機構ハウジング

下端フランジ 

中間フランジ 

K7 ① Ⅴ-2-6-3-1 R0 

フランジ 

取付ボルト 

スプールピース 

52
9 

φ245 

（単位:mm） 



 

 

3 

2.2 評価方針 

制御棒駆動機構の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す制御棒駆動機構の部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 

評価結果」に示す。 

制御棒駆動機構の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

なお，本書においては，設計用地震力に対する評価について記載するものとし，設計用地震

力を除く荷重による応力評価は，平成 5 年 6 月 17 日付け 4 資庁第 14562 号にて認可された第

５回工事計画認可申請 Ⅳ-3-3-1-1「制御棒駆動機構の強度計算書」（以下「既工認」という。）

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」 

 

図 2－1 制御棒駆動機構の耐震評価フロー 

 

  

計算モデルの設定 

地震時における応力 

制御棒駆動機構の 

構造強度評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ｂ 管の内径 mm 

Ｂ1, Ｂ2 設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

― 

Ｃ2 設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数 

（一次＋二次応力の計算に使用するもの） 

― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｏ 管の外径 mm 

Ｆｍ 鉛直方向に作用する荷重 N 

Ｆｓｃｒ スクラム反力により制御棒駆動機構に生じる荷重 N 

Ｆｗ 自重による荷重 N 

Ｆｖ 鉛直方向震度により制御棒駆動機構に生じる地震荷重 N 

ｇｏ ハブ先端の厚さ mm 

Ｋ2 設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数 

（ピーク応力の計算に使用するもの） 

― 

Ｋｅ 繰返しピーク応力強さ係数 ― 

Ｍｅ 管に作用するモーメント（鉛直方向に作用する荷重を曲げモーメントに

換算したもの） 

N･mm 

Ｍｈｓｇ 水平方向震度により制御棒駆動機構ハウジングに生じるモーメント N･mm 

Ｍｉｐ 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む）により生じるモーメント N･mm 

Ｍｉｓ 管の地震による慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 繰返し荷重 iに対し，設計・建設規格 PPB-3534にしたがって算出され

た許容繰返し回数 

回 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 1に規定する材料の設計応力強

さ 

MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に規定する材料の設計降伏点 MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

π 円周率 ― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期   ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

厚さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

質量 kg 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

疲労累積係数 ― 小数点以下第 5位 切上げ 小数点以下第 4位 

注記＊1：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とす

る。 
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3. 評価部位 

制御棒駆動機構の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなるスプールピースについて実施する。制御棒駆動機構の耐震評価部位については，表 2－1

の概略構造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 制御棒駆動機構は，制御棒駆動機構ハウジング下端のフランジに中間フランジを挟んで固

定される。 

(2) 応力評価は，スプールピースの円筒部を管とみなし，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付

資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価

する。 

(3) 地震荷重は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」

で求めた制御棒駆動機構ハウジング下端のフランジ部分の応答の値を使用する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 耐震評価は，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の包絡条件で実施する。 

  

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構の荷重の組合せ及び許容応力状態うち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

制御棒駆動機構の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3のとお

りとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

制御棒駆動機構の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 Ｓ －* 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ 
Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ 

注記＊：クラス１管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統 

施設 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 常設耐震／防止 －*2 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ
*3 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ  
*3 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２管を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ」及び「Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。
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表 4－3 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス 2管であってクラス 1管） 

許容応力状態 
許容限界＊1 

一 次 応 力 一次+二次応力 一次+二次+ピーク応力 

ⅢＡＳ 2.25Ｓｍ 
3Ｓｍ 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる 

応力振幅について評価する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労累積

係数と運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係

数の和が 1.0以下であること。 

ⅣＡＳ 
3Ｓｍ 

ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材 料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

スプールピース  最高使用温度 302   

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材 料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

スプールピース  最高使用温度 302   

K7 ① Ⅴ-2-6-3-1 R0 
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4.3 固有周期 

制御棒駆動機構は，

 

 

4.4 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－6及び表 4－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-3-1

「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」に基づき設定する。 

 

表 4－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 

T.M.S.L.1.655＊1 
―＊2 ―＊2  ―＊3 ＣＶ＝0.72 ―＊3 ＣＶ＝1.45 

注記＊1：基準床レベル（制御棒駆動機構ハウジング下端フランジの取付面のレベル）を示す。 

＊2：固有周期は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算

書」による。 

＊3：水平方向地震による荷重は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物

の地震応答計算書」によるモーメントから求められる値。 

 

表 4－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉格納容器 
T.M.S.L.1.655＊1 

―＊2 ―＊2 ― ― ―＊3 ＣＶ＝1.45 

注記＊1：基準床レベル（制御棒駆動機構ハウジング下端フランジの取付面のレベル）を示す。 

＊2：固有周期は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算

書」による。 

＊3：水平方向地震による荷重は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物

の地震応答計算書」によるモーメントから求められる値。 
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4.5 計算方法 

スプールピースの最小板厚部を管とみなし，応力評価する。 

耐震評価モデルを図 4－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 耐震評価モデル 

 

4.5.1 一次応力計算 

管の機械的荷重により生じるモーメントＭｉｐを算定し，一次応力Ｓｐｒｍを求める。 

（1） 管に作用するモーメントの算定 

鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメントＭｅへ換算する。 

図 4－1 の評価部位において，鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメント 

Ｍｅへ換算する換算式は以下となる。 

Ｍ
ｅ
=  ・・・・・・・（4.5.1.1） 

ただし，Ｆ
ｍ
=  

  

 

 

制御棒駆動機構 

ハウジング 

フランジ

K7
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-6
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0 

Ｆｍ 
管

Ｂ 

Ｍｅ 

ｇ０ スプールピース

評価部位

実際の 

形状
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（2） 機械的荷重によるモーメントの算定 

Ｍｉｐは，鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメントへ換算したＭｅと地震に

よりスプールピースに作用する応答モーメントＭｈｓｇから算定する。 

Ｍ
ｉｐ

= Ｍ
ｅ
+Ｍ

ｈｓｇ
 ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.1.2） 

 

（3） 一次応力計算 

一次応力は以下による。 

Ｓ
ｐｒｍ

=
Ｂ

１
∙Ｐ ∙Ｄ

ｏ

２ ⋅ｔ
+
Ｂ

２
∙Ｍ

ｉｐ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・（4.5.1.3） 

ここで， 

Ｚ
ｉ
=

π

３２
∙
Ｄ

０

４
− (Ｄ

０
−２ ∙ｔ)

４

Ｄ
０

 ・・・・・・・・・・・（4.5.1.4） 

とする。 

 

4.5.2 一次＋二次応力計算 

管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅Ｍｉｓを算定し，一次＋

二次応力Ｓｎを求める。 

（1） 管に作用するモーメントの算定 

Ｍ
ｅ
=  ・・・・・・・・（4.5.2.1） 

ただし，Ｆ
ｍ
=  

（2） 管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅 

相対変位は生じないことから，地震動の慣性力として地震動による鉛直荷重と応答モー

メントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｓ

= (Ｍ
ｅ
+Ｍ

ｈｓｇ
) ∙２ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.2） 
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（3） 一次＋二次応力計算 

一次＋二次応力は以下による。 

Ｓ
ｎ
=

Ｃ
２
⋅Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

4.5.3 ピーク応力の計算 

ピーク応力は以下による。 

 

 

 

 

4.5.4 繰返しピーク応力強さの計算 

繰返しピーク応力強さは以下による。 

Ｓ
ℓ
=

Ｋ
ｅ
⋅Ｓ

ｐ

２
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.4.1） 

 

4.5.5 疲労累積係数の計算 

疲労累積係数は以下による。 

Σ
ｎ

ｉ

Ｎ
ｉ

≤ １．０ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.5.1） 

  

Ｓ
ｐ
=

Ｋ
２
∙Ｃ

２
∙Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.3.1） 
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4.6 計算条件 

4.6.1 制御棒駆動機構の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.6.2 運転条件 

制御棒駆動機構の応力計算に用いる運転条件は，既工認から変更はなく，表 4－8に示す

とおりである。 

表 4－8 運転条件 

運転状態 運転条件 回数 

Ⅰ及びⅡ 

     

     

     

      

      

     

      

       

Ⅲ        

Ⅳ        

運転条件領域区分 制御棒駆動機構ハウジング面より下の領域 

 

 

4.7 応力の評価 

4.5 項で求めた組合せ応力が最高使用温度における許容応力以下であること。ただ

し，許容応力は表 4－3 による。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒駆動機構の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒駆動機構の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

6. 参照図書 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第５回工事計画認可申請書 

 (1) Ⅳ-3-3-1-1「制御棒駆動機構の応力計算書」 
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【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機 器 名 称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 Ｓ 
原子炉格納容器 

T.M.S.L.1.655＊1 
―＊2 ―＊2  ―＊3 ＣV＝0.72 ―＊3 ＣV＝1.45 302 ― 

注記＊1：基準床レベル（制御棒駆動機構ハウジング下端フランジの取付面のレベル）を示す。 

  ＊2：固有周期は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」による。 

  ＊3：水平方向設計震度による荷重は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」より得られる値。 

1.2 機器要目  

部材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｂ 

(mm) 

ｇ０ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 

Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース           

 

部  材 
Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ 

(回) 

Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

スプールピース    0.5 1.0 1.0 1.0 1.0   

 

K7 ① Ⅴ-2-6-3-1 R0 

注記＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数（200回）を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

管に作用するモーメント 

部材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース   ―  

 

許容繰返し回数 

部材 

Ｓｐ（MPa） Ｓℓ（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース ―  ―  ―  

 

 

1.4 結論  

1.4.1 応力 

許容応力状態 最大応力評価点 最大応力区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力 

Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次応力 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

3･Ｓｍ 

疲労累積係数 

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅢＡＳ 

スプール 

ピ ー ス 

最  小 

断  面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 99 226 ― ― ― 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 106 252 ― ― ― 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 29 342 ― 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ ― ― ― ― 0.0000 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-6-3-1 R0 
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2．重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機 器 名 称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 常設耐震／防止 
原子炉格納容器 

T.M.S.L.1.655＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ―＊3 ＣV＝1.45 302 ― 

注記＊1：基準床レベル（制御棒駆動機構ハウジング下端フランジの取付面のレベル）を示す。 

  ＊2：固有周期は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」による。 

  ＊3：水平方向設計震度による荷重は，Ⅴ-2-3-1「炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物の地震応答計算書」より得られる値。 

  

2.2 機器要目  

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｂ 

(mm) 

ｇ０ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 

Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース           

 

部材 
Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ 

(回) 

Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

スプールピース    0.5 1.0 1.0 1.0 1.0   

 
注記＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数（200回）を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 

K7 ① Ⅴ-2-6-3-1 R0 
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2.3 計算数値 

管に作用するモーメント 

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース ―  ―  

 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓℓ（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

スプールピース ―  ―  ―  

 

 

2.4 結論  

2.4.1 応力 

許容応力状態 最大応力評価点 最大応力区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次応力 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

3･Ｓｍ 

疲労累積係数 

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅤＡＳ 
スプール 

ピ ー ス 

最  小 

断  面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 106 252 ― ― ― 

ⅤＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） ― ― 29 342 ― 

ⅤＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ ― ― ― ― 0.0000 

すべて許容応力以下である。 
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